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1. はじめに 

鋼構造建物の架構型式には地域性があり，我国では，ほぼ全ての

柱梁接合部を剛接合として，全架構を耐震架構とする型式（「全体型」

と呼ぶ）が主流であるのに対し，諸外国では，主として外周部等に

耐震架構を集約し，鉛直荷重のみを支持して地震力を負担しない「長

期架構」と分離する型式（「集約型」と呼ぶ）が多い。全体型では角

形鋼管柱，集約型では H 形鋼柱が多用される。また，集約型では，

柱梁接合部の剛接合は耐震架構内に限定され，長期架構ではピン接

合が用いられる。 

両型式の構造性状を比較する既往研究の多くは，実在する建物や

試設計を対象としており 1-6)，設計者の技量や設計の考え方に依存

して必ずしも公平な比較になっていない。これに対して著者らは最

適化手法を利用して両型式の比較を行ってきた 7-11)。建物が純ラー

メン構造の場合とブレースを有する場合（「ブレース構造」と呼ぶ），

ブレース構造のブレースが座屈拘束ブレース（BRB）の場合（「BRB

構造」と呼ぶ）などを対象にし，設計制約条件を満足して鋼材量を

最小化する設計解（優良設計解）を導出した。そして，それらを比

較することで，比較評価に公平性を確保した。同研究では，大域的

な最適解を導出することを目的とせず，比較分析のための手段とし

て最適化を利用した。文献 7)では，純ラーメン構造と鋼管ブレース

(PB)を有するブレース構造の全体型と集約型の建物に対して，長期

および中小地震に対する許容応力度設計と大地震に対する保有水平

耐力の設計制約を満足する優良設計解を導出する手法を提案した。

純ラーメン構造で集約型の鋼材量がやや少ないことや，ブレース構

造において，時刻歴応答解析の応答が必要保有水平耐力を大きく上

回る傾向などを確認した。文献 8,9)では，BRB 構造に対して，大地

震に対する限界耐力計算の制約を満足する優良設計解の導出アルゴ

リズムを示した。BRB の降伏による地震エネルギー吸収効果を評価

し，減衰部材と主架構の両方を同時に設計変数として，建物の耐震

構造システム全体を合理化した設計解の構造性状を分析した。一般

的な設計と比較して，優良設計解の主架構の水平剛性が低い傾向な

どを確認した。 

本研究では，このような既往研究の比較評価手法を踏襲し，安全

限界変形角や BRB のコスト係数の設定などが優良設計解に及ぼす影

響を調べる。さらに，ブレースが BRB の場合と鋼管ブレース（PB）

の場合を比較評価する。優良設計解同士の比較を通じて，設計条件

が構造性状に与える影響を分析評価する。一般的に，耐震設計条件

や設計クライテリアは建築主との合意のもと設計者が設計基準や法

規，技術資料などを参考に決定するものであるが，それが設計解の

特性やコストに及ぼす影響については十分に整理されていない。構

造物の耐震性能に応じたコスト変化を評価する試みは存在するが 

12 など)，最適化を利用してそれを評価しようとする既往研究は極めて
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少ない。本論では，比較的影響が大きいと考えられる設計条件に対

する設計解の変化を最適化手法を応用して客観的かつ定量的に評価

する。これにより，設計者が設計条件を設定する際の一助とすると

共に，ひいては設計ガイドラインを整備するための一資料とする。 

 

2. 検討対象建物と BRBのモデル化 

2.1 検討対象建物の概要 

検討対象の鋼構造建物は，著者らが既往研究 7-11）で扱ったものと同

じである。事務所用途で，各階の平面が 32.0m×19.2m の 7 階建て，

高さが 27.6m である。部材符号と共に平面図と軸組図をそれぞれ図

1 と 2 に示す。図 1 の平面図中の梁端部に▲印のある箇所が剛接合

で，無い箇所がピン接合である。図 2 の軸組図中の梁の▲印は，集

約型の剛接合の箇所を示す。柱の▲印は 2，5 階の中央にあり，柱の

継手位置を示す。これらの継手で区切られる階構成を節と呼ぶ。柱，

梁，ブレースの各部材を節ごとにグループ化し，同一グループ内の

各部材断面を同一とする。 

 

 
SFS (Space Frame System)  

 
PFS (Perimeter Frame System) 

図 1 全体型と集約型の平面図            

 

図 2 軸組図 

ブレースの設置可能位置は，外周 4 構面に 3 スパンずつ，集約型

では耐震架構の全てのスパンである（図 1 中の点線および図 2）。こ

れらの設置可能位置から合理的なブレース配置を選定する。鋼材は

全て 490 N/mm2級を仮定し，設計基準強度（F 値）は 325 N/mm2であ

る。その他，建物の概要および基本的な設計条件は Appendixおよび

著者らの既往研究 7）に示す通りである。検討対象建物に対して，多

スタート局所探索法（MSLS 13)）を用いて優良設計解を導出する。 

2.2 BRB のモデル化 

MSLS のアルゴリズムは，著者らの既往研究 7）と同様であり，概

略を Appendix に示した。BRB のモデル化と MSLS の目的関数である

建物全体の鋼材量への BRB の算入要領も，文献 8)と同じである。本

論と特に関係の深い項目を以下に整理する。 

立体骨組モデルにおいて，BRB は圧縮と引張の軸方向変形に対し

て対称なノーマルバイリニア型の復元力特性を有するトラス要素と

する。材軸方向の周辺柱梁との接続部材で構成されるブレース全体

の初期軸剛性 K1BRBと降伏軸力 NYBRBに式(1)のような比例関係が成

立すると仮定し，BRB の設計変数を 1 部材につき 1 とする。 

𝐾𝐾𝐾𝐾1𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵 = 𝛼𝛼𝛼𝛼𝑁𝑁𝑁𝑁𝑌𝑌𝑌𝑌𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵 （1） 

降伏後の軸剛性 K2BRBは 0.02 K1BRBとし，既製品 14,15）の BRB の初

期軸剛性と試設計した接続部材の軸剛性の直列剛性から式(1)の α

の値を 0.19(1/mm)とした。そして，座屈拘束材を含む BRB 本体と接

続部材の合計（「BRB 部材」と呼ぶ）に対する等価鋼材量 VBRB を式

(2)のように定義する。VBRB は，実質的に BRB 部材のコスト指標で

ある。 

𝑁𝑁𝑁𝑁𝑌𝑌𝑌𝑌𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵 = 0  のとき  𝑉𝑉𝑉𝑉𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵 = 0 

𝑁𝑁𝑁𝑁𝑌𝑌𝑌𝑌𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵 ≠ 0  のとき  𝑉𝑉𝑉𝑉𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵 = 𝑏𝑏𝑏𝑏1𝑁𝑁𝑁𝑁𝑌𝑌𝑌𝑌𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵 + 𝑏𝑏𝑏𝑏2 
（2） 

ここで，b1と b2は定数であり，BRB 既製品の推定価格と接続部材

の試設計による鋼材量計算から，b1 =6.0×10-5 m3/kN および b2 =0.12 

m3とした 8)。式(1)により，耐力の高い BRB を数少なく設けることで

建物全体の鋼材量（コスト）を少なくできる実情を反映できる。NYBRB

の設計選択肢はゼロから 500 kN毎に 3500 kNまで設定し，NYBRBが

ゼロの場合は当該部に BRB は存在しないことを意味する。このよう

な設計選択肢を含むことで，BRBの合理的な配置を求める。BRBの合

理的な配置探索を促す目的で，初期解算出時に，グループ化された

各 BRB の NYBRB=0 の選択確率を 50%として，残りの 50%に対して

NYBRB=0 から 500 kN 毎を等確率で選択する設定とした。 

 

3. 安全限界変形角の設定に着目した検討 

3.1 鋼構造建物の設計における限界耐力計算法の運用 

限界耐力計算法を鋼構造建物に適用する場合，大地震に対する安

全限界変形角 RSLの設定には次の 2 通りの考え方がある。(1)一般的

な保有水平耐力計算時の層間変形角の上限値に合わせて RSLを 1%程

度に設定する。(2) RSL を 2%などのより大きな値に設定し，安全限

界時の部材の変形が限界値を下回ることを確認する。鋼構造建物の

設計に限界耐力計算が適用される事例は多くないが，適用される場

合は比較的(1)が多い。一方，文献 16）では(2)の運用例が示されて

いる。また，限界耐力計算は伝統木造建物の耐震性能評価には多用

されている。RSLを 1/20 や 1/10などとして，伝統木造固有の変形性
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著者らの既往研究 7）に示す通りである。検討対象建物に対して，多

スタート局所探索法（MSLS 13)）を用いて優良設計解を導出する。 

2.2 BRB のモデル化 

MSLS のアルゴリズムは，著者らの既往研究 7）と同様であり，概

略を Appendix に示した。BRB のモデル化と MSLS の目的関数である

建物全体の鋼材量への BRB の算入要領も，文献 8)と同じである。本

論と特に関係の深い項目を以下に整理する。 

立体骨組モデルにおいて，BRB は圧縮と引張の軸方向変形に対し

て対称なノーマルバイリニア型の復元力特性を有するトラス要素と

する。材軸方向の周辺柱梁との接続部材で構成されるブレース全体

の初期軸剛性 K1BRBと降伏軸力 NYBRBに式(1)のような比例関係が成

立すると仮定し，BRB の設計変数を 1 部材につき 1 とする。 

𝐾𝐾𝐾𝐾1𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵 = 𝛼𝛼𝛼𝛼𝑁𝑁𝑁𝑁𝑌𝑌𝑌𝑌𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵 （1） 

降伏後の軸剛性 K2BRBは 0.02 K1BRBとし，既製品 14,15）の BRB の初

期軸剛性と試設計した接続部材の軸剛性の直列剛性から式(1)の α

の値を 0.19(1/mm)とした。そして，座屈拘束材を含む BRB 本体と接

続部材の合計（「BRB 部材」と呼ぶ）に対する等価鋼材量 VBRB を式

(2)のように定義する。VBRB は，実質的に BRB 部材のコスト指標で

ある。 

𝑁𝑁𝑁𝑁𝑌𝑌𝑌𝑌𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵 = 0  のとき  𝑉𝑉𝑉𝑉𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵 = 0 

𝑁𝑁𝑁𝑁𝑌𝑌𝑌𝑌𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵 ≠ 0  のとき  𝑉𝑉𝑉𝑉𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵 = 𝑏𝑏𝑏𝑏1𝑁𝑁𝑁𝑁𝑌𝑌𝑌𝑌𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵 + 𝑏𝑏𝑏𝑏2 
（2） 

ここで，b1と b2は定数であり，BRB 既製品の推定価格と接続部材

の試設計による鋼材量計算から，b1 =6.0×10-5 m3/kN および b2 =0.12 

m3とした 8)。式(1)により，耐力の高い BRB を数少なく設けることで

建物全体の鋼材量（コスト）を少なくできる実情を反映できる。NYBRB

の設計選択肢はゼロから 500 kN毎に 3500 kNまで設定し，NYBRBが

ゼロの場合は当該部に BRB は存在しないことを意味する。このよう

な設計選択肢を含むことで，BRBの合理的な配置を求める。BRBの合

理的な配置探索を促す目的で，初期解算出時に，グループ化された

各 BRB の NYBRB=0 の選択確率を 50%として，残りの 50%に対して

NYBRB=0 から 500 kN 毎を等確率で選択する設定とした。 

 

3. 安全限界変形角の設定に着目した検討 

3.1 鋼構造建物の設計における限界耐力計算法の運用 

限界耐力計算法を鋼構造建物に適用する場合，大地震に対する安

全限界変形角 RSLの設定には次の 2 通りの考え方がある。(1)一般的

な保有水平耐力計算時の層間変形角の上限値に合わせて RSLを 1%程

度に設定する。(2) RSL を 2%などのより大きな値に設定し，安全限

界時の部材の変形が限界値を下回ることを確認する。鋼構造建物の

設計に限界耐力計算が適用される事例は多くないが，適用される場

合は比較的(1)が多い。一方，文献 16）では(2)の運用例が示されて

いる。また，限界耐力計算は伝統木造建物の耐震性能評価には多用

されている。RSLを 1/20 や 1/10などとして，伝統木造固有の変形性

能を積極的に評価する運用がなされる。結果として，大地震に対す

る安全性を有する伝統木造建物の安全限界時のベースシア係数は

0.1 程度にもなり得る 17）。これに対して，鋼構造建物に対しては，

中小地震に対する使用性の観点からもベースシア係数 CB が 0.2 ま

では部材を塑性化させない設計方針が一般的であり，それが安全限

界に対する耐震性能評価を含めた建物全体の支配的な設計条件にも

なり得る。鋼材の変形性能をより積極的に評価する設計の考え方も

あるが，上記(2)の運用例は少なく RSLの設定に関する基礎資料は十

分とは言えない。そこで本章では，RSLの設定値が鋼構造建物の設計

に及ぼす影響を考察する。具体的には，RSL=1.5%, 2.0%, 2.5%のそ

れぞれの場合の優良設計解を導出し，それらの安全限界時の部材の

塑性率を確認して RSLの設定値の妥当性や合理性を議論する。 

 

3.2 純ラーメン構造の安全限界変形角設定 

図 1,2 の純ラーメン構造の全体型と集約型の優良設計解の鋼材量

を図 3 に示す。安全限界変形角 RSLを 1.5%, 2.0%, 2.5%とした場合

の解（それぞれを「RSL15 解」，「RSL20 解」，「RSL25 解」のように呼ぶ）

を比較した。全体型と集約型の RSL15 解の鋼材量はそれぞれ 52.0 m3

と 45.2 m3であり，集約型の方が 13%ほど少ない。そして，RSL20 解

では集約型の鋼材量が 5%少ない。RSL25 解でも同様である。純ラー

メン構造では，耐震架構と長期架構を明確に分離する集約型におい

て，耐震要求性能に対する部材断面寸法の調整がしやすく，全体型

よりも有利になると考えられる。また，RSL20 解と RSL25 解はほぼ同

じであることから，RSLの制約条件が設計上支配的ではないことが示

唆される。 

汎用骨組解析ソフトウェア Midas iGEN18）を用いて優良解の立体

骨組モデルを作成して弾塑性解析を行い，許容応力度設計と限界耐

力計算による方法（以下，限耐法）について検討を行った。表 1 に

制約条件の閾値に対する優良解の性能値（=検定比）を示す。表中の

部材の種類を示す行の数値は，発生応力度の許容応力度に対する割

合の最大値である。検定比が 1.0を超える場合は当該制約条件を満

足せず，1.0 以下で 1.0 に近い場合は当該制約条件が設計上支配的

であることを意味する。値が 0.9以上の欄を網掛けした。ただし，

同検定比には長期荷重に対する値は含まない。両型式の RSL15 解で

限耐法の検定比が 1.0 をわずかに超えるが，これは MSLS の静的増分

解析ではステップごとの収斂計算をしないために，汎用解析ソフト

ウェアの結果と完全には一致しないためである。表 1から，全体型

と集約型共に RSLが 2.0%以下では限界耐力計算の制約条件が支配的

であることが分かる。また，集約型では，全ての解で許容応力度と

層間変形角の両方の制約条件が支配的であるのに対し，全体型では，

RSL20 解と RSL25 解で層間変形角の制約が支配的である。また，集約

型では多くの制約条件が支配的になっており，断面寸法が効率的に

調整されることで，全体型よりも鋼材量が少なくなったと考えられ

る。 

表 2 に本論文中で議論する主な優良設計解の固有一次周期を示す。

同表中に，保有水平耐力時（いずれかの階の層間変形角が 1.25%に

達した時点とした）のベースシア係数 CQU1 と限界耐力計算の安全限

界時の加速度低減率 Fh を併記した。後述の「混成構造」を除き，X

方向と Y 方向のこれらの値は近接しており，表 2 には平均値を示し

た。図 4 に RSL15 解と RSL20 解の X 方向の Sa-Sd 曲線を示す。RSL25

解と Y 方向の結果も型式ごとに概ね同様の Sa-Sd 曲線である。集約

型では全体型よりも損傷限界後早期に等価 1質点系の水平剛性が低

下し，結果的に Fh の値も小さい。それが集約型の CQU1 が全体型よ

りも相対的に小さい理由と考えられる。 

 

  

 

全体型 集約型  

図 3 純ラーメン構造の RSL値に対する優良設計解の鋼材量変化 

 

表 1 純ラーメン構造の優良設計解の検定比 

 全体型 集約型 

RSL15 解 RSL20 解 RSL25 解 RSL15 解 RSL20 解 RSL25 解 

RSL 1.5% 2.0% 2.5% 1.5% 2.0% 2.5% 

限耐法 1.03 0.96 0.80 1.04 0.89 0.74 

柱 0.78 0.79 0.80 0.91 0.97 0.96 

梁 0.73 0.82 0.84 0.82 0.99 0.93 

層間変形角 0.87 1.00 0.98 0.99 0.99 0.98 

柱梁耐力比 0.94 0.98 0.87 1.00 0.94 0.89 

 

表 2 優良設計解の固有一次 周期(sec)等 

構
造 

架
構 

解 CQU1
（注） Fh

（注） 
建物全体周期 主架構のみの周期 

X 方向 Y 方向 X 方向 Y 方向 

純
ラ
ー
メ
ン 

全
体 

RSL15 0.51 0.79 1.16 1.15   

RSL20 0.43 0.75 1.23 1.28   

RSL25 0.42 0.67 1.24 1.29   

集
約 

RSL15 0.39 0.72 1.18 1.14   

RSL20 0.35 0.65 1.21 1.21   

RSL25 0.35 0.61 1.22 1.24   

B
R
B
 

全
体 

RSL15 0.34 0.60 0.89 0.94 2.69 3.21 

RSL20 0.29 0.57 0.98 0.95 3.32 3.57 

RSL25 0.31 0.54 0.90 0.95 3.45 3.46 

ρ05 0.33 0.60 0.90 0.91 3.34 3.44 

ρ20 0.43 0.69 1.03 0.99 1.81 1.66 

集
約 

RSL15 0.30 0.58 0.94 0.91 4.72 3.53 

RSL20 0.30 0.57 0.91 0.95 3.45 3.23 

RSL25 0.31 0.54 0.93 0.91 3.51 4.76 

ρ05 0.30 0.58 0.91 0.93 4.27 4.09 

ρ20 0.33 0.57 0.94 0.93 2.32 2.61 

混
成 

全
体 

RSL15 
0.46[X] 

0.52[Y] 

0.81[X] 

0.77[Y] 
1.37 1.10 - 1.54 

RSL20 
0.41[X] 

0.51[Y] 

0.72[X] 

0.70[Y] 
1.43 1.07 - 1.48 

RSL25 
0.41[X] 

0.52[Y] 

0.66[X] 

0.66[Y] 
1.45 1.14 - 1.49 

集
約 

RSL15 
0.37[X] 

0.33[Y] 

0.75[X] 

0.59[Y] 
1.39 1.05 - 3.65 

RSL20 
0.34[X] 

0.29[Y] 

0.68[X] 

0.56[Y] 
1.47 1.09 - 4.73 

RSL25 
0.35[X] 

0.29[Y] 

0.63[X] 

0.53[Y] 
1.45 1.09 - 5.15 

PB 
全  0.45 0.59 0.72 0.72 2.73 2.82 

集  0.43 0.59 0.72 0.73 3.23 3.13 

(注): 混成構造を除き X 方向と Y 方向の平均値を示す。 
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全体型 集約型  

図 4 純ラーメン構造の X 方向の Sa-Sd 曲線 

 

 

図 5 入力模擬地震動の減衰 5%下の加速度応答スペクトル  

 

  

 

全体型 集約型  

図 6 最大層間変形角の時刻歴応答値（XY 両方向の 3 波平均） 
 

  

 

全体型 集約型  

図 7 最大層せん断力係数の時刻歴応答値（XY 両方向の 3 波平均） 

 

汎用骨組解析ソフトウェアの SNAP 19）を用いて，優良設計解に対

して，時刻歴応答解析を行った。入力地震動は，図 5の極めて稀に

発生する地震動に対応する解放工学的基盤の加速度応答スペクトル

に 2 種地盤の増幅率 Gs 20)を考慮した地表面の加速度応答スペクト

ルに合わせて作成したランダム位相の模擬地震波 3 波とし，瞬間剛

性比例型の 2%減衰を与えた。以降，時刻歴応答解析の最大応答値等

に関する記述では入力 3 波の平均値を示す。RSL15 解と RSL20 解の最

大層間変形角と最大層せん断力係数をそれぞれ図 6 と図 7 に示す。

最大層間変形角について，集約型では RSL15 解の値がやや小さく，

全体型では RSL15 解と RSL20 解の値がほぼ同じである（図 6）。最大

層せん断力係数は集約型でやや小さい（図 7）。最大塑性率は，RSL20

解では全体型の柱脚と梁で 3.1 と 3.9，集約型では柱脚と梁で 2.9

と 3.8 である。柱脚以外では柱は塑性化していない。梁の塑性率は

一般的なクライテリア（4.0 程度）より小さく，柱脚の塑性率も過

大ではない。RSL25 解では限界耐力計算の制約条件が支配的ではない

ことも合わせて，純ラーメン構造で RSLを 2.0% とすることの妥当性

が示唆される。RSL20 解の CQU1 は 0.43（全体型）と 0.35（集約型）

であり，全体型の値が大きい。FA ランクの純ラーメン構造の Ds 値

は 0.25 であり 20），それと比較するとやや大きい。すなわち，純ラ

ーメン構造について，保有水平耐力計算で要求される耐震性能は，

限界耐力計算や時刻歴応答解析で要求される耐震性能よりも小さく

なる可能性がある。 

 

3.3 BRB 構造の安全限界変形角設定 

純ラーメン構造と同様に，BRB 構造についても RSL=1.5%, 2.0%, 

2.5%のそれぞれの場合の優良設計解（RSL15 解，RSL20 解，RSL25 解）

を求めた。BRB 構造では，BRBの耐力と配置を設計変数に含み，ベー

スシア係数CBが 0.2以下で BRBの降伏を許容しない制約条件を追加

した。優良設計解の鋼材量と検定比をそれぞれ図 8 と表 3 に示す。

全体型の鋼材量がやや少なく，既往研究 8）と同様に，発生部材力が

軸力中心になるブレース構造において柱に角形鋼管を用いる全体型

の利点が確認できる。また，BRB 構造では全体型と集約型のいずれ

においても RSL に対する優良設計解の鋼材量の変化が小さい。表 3

の検定比を見ると，全ての RSL で BRB の許容応力度の制約条件が支

配的である。さらに，RSL15 解と RSL20 解で限界耐力計算の制約が支

配的であり, RSLの増大に伴い検定比が低下する。すなわち，BRBの

許容応力度の制約で建物の弾性限界水平耐力の下限が決定され，RSL

値に応じて Fh が変化し，限界耐力計算の検定比が変化すると考えら

れる。従って，CBが 0.2 以下の中小地震に対して BRBを降伏させな

い設計制約条件を満足すれば，RSL を 1.5%以上とする限界耐力計算

の制約を満足することが分かる。 

BRB 構造の CQU1 は 0.3 程度で，Fh は 0.55 程度である（表 2）。こ

れらは，純ラーメン構造の値より小さく BRBの減衰効果を定量的に

理解できる。RSL15解と RSL20解の X方向の Sa-Sd曲線を図 9に示す。

複数の階の BRB がほぼ同時期に降伏した点を折れ点とするバイリニ

アに近い。全体型と集約型の差は小さいが，全体型の降伏後剛性が

やや大きい。これらの傾向は Y 方向も同じである。図 10 に優良解の

BRB 配置例を示す。多くの解で図 10(a)のようなグループ化されてい

る BRB 配置可能領域における市松模様状であるが，図 10(b)のよう

な解もある。すなわち，BRB の配置が Sa-Sd 曲線を完全には決定づ

けないことが分かる。 

最大層間変形角の時刻歴応答値は，ラーメン構造よりも小さい（図

6）ことからも BRB構造の耐震性の高さが確認できる。限界耐力計算

と時刻歴応答解析による耐震要求性能は良好な対応を示した。最大

塑性率は，RSL20 解において全体型の梁と BRB で 2.4 と 8.5，集約型

の梁と BRBで 2.1 と 8.5 であり，いずれも破断が問題となる値では

ない。柱は柱脚以外では塑性化していない。BRB 構造の BRB を除く

主架構の鋼材量は，純ラーメン構造よりも大幅に少ない。両型式で

BRB の等価鋼材量が全鋼材量に占める割合は 40%程度と高いが，それ

でも BRB を含む BRB 構造の全鋼材量は特に全体型 RSL20 解などで，

純ラーメン構造の鋼材量とほぼ同じである。 
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全体型 集約型  

図 4 純ラーメン構造の X 方向の Sa-Sd 曲線 

 

 

図 5 入力模擬地震動の減衰 5%下の加速度応答スペクトル  

 

  

 

全体型 集約型  

図 6 最大層間変形角の時刻歴応答値（XY 両方向の 3 波平均） 
 

  

 

全体型 集約型  

図 7 最大層せん断力係数の時刻歴応答値（XY 両方向の 3 波平均） 

 

汎用骨組解析ソフトウェアの SNAP 19）を用いて，優良設計解に対

して，時刻歴応答解析を行った。入力地震動は，図 5の極めて稀に

発生する地震動に対応する解放工学的基盤の加速度応答スペクトル

に 2 種地盤の増幅率 Gs 20)を考慮した地表面の加速度応答スペクト

ルに合わせて作成したランダム位相の模擬地震波 3 波とし，瞬間剛

性比例型の 2%減衰を与えた。以降，時刻歴応答解析の最大応答値等

に関する記述では入力 3 波の平均値を示す。RSL15 解と RSL20 解の最

大層間変形角と最大層せん断力係数をそれぞれ図 6 と図 7 に示す。

最大層間変形角について，集約型では RSL15 解の値がやや小さく，

全体型では RSL15 解と RSL20 解の値がほぼ同じである（図 6）。最大

層せん断力係数は集約型でやや小さい（図 7）。最大塑性率は，RSL20

解では全体型の柱脚と梁で 3.1 と 3.9，集約型では柱脚と梁で 2.9

と 3.8 である。柱脚以外では柱は塑性化していない。梁の塑性率は

一般的なクライテリア（4.0 程度）より小さく，柱脚の塑性率も過

大ではない。RSL25 解では限界耐力計算の制約条件が支配的ではない

ことも合わせて，純ラーメン構造で RSLを 2.0% とすることの妥当性

が示唆される。RSL20 解の CQU1 は 0.43（全体型）と 0.35（集約型）

であり，全体型の値が大きい。FA ランクの純ラーメン構造の Ds 値

は 0.25 であり 20），それと比較するとやや大きい。すなわち，純ラ

ーメン構造について，保有水平耐力計算で要求される耐震性能は，

限界耐力計算や時刻歴応答解析で要求される耐震性能よりも小さく

なる可能性がある。 

 

3.3 BRB 構造の安全限界変形角設定 

純ラーメン構造と同様に，BRB 構造についても RSL=1.5%, 2.0%, 

2.5%のそれぞれの場合の優良設計解（RSL15 解，RSL20 解，RSL25 解）

を求めた。BRB 構造では，BRBの耐力と配置を設計変数に含み，ベー

スシア係数CBが 0.2以下で BRBの降伏を許容しない制約条件を追加

した。優良設計解の鋼材量と検定比をそれぞれ図 8 と表 3 に示す。

全体型の鋼材量がやや少なく，既往研究 8）と同様に，発生部材力が

軸力中心になるブレース構造において柱に角形鋼管を用いる全体型

の利点が確認できる。また，BRB 構造では全体型と集約型のいずれ

においても RSL に対する優良設計解の鋼材量の変化が小さい。表 3

の検定比を見ると，全ての RSL で BRB の許容応力度の制約条件が支

配的である。さらに，RSL15 解と RSL20 解で限界耐力計算の制約が支

配的であり, RSLの増大に伴い検定比が低下する。すなわち，BRBの

許容応力度の制約で建物の弾性限界水平耐力の下限が決定され，RSL

値に応じて Fh が変化し，限界耐力計算の検定比が変化すると考えら

れる。従って，CBが 0.2 以下の中小地震に対して BRBを降伏させな

い設計制約条件を満足すれば，RSL を 1.5%以上とする限界耐力計算

の制約を満足することが分かる。 

BRB 構造の CQU1 は 0.3 程度で，Fh は 0.55 程度である（表 2）。こ

れらは，純ラーメン構造の値より小さく BRBの減衰効果を定量的に

理解できる。RSL15解と RSL20解の X方向の Sa-Sd曲線を図 9に示す。

複数の階の BRB がほぼ同時期に降伏した点を折れ点とするバイリニ

アに近い。全体型と集約型の差は小さいが，全体型の降伏後剛性が

やや大きい。これらの傾向は Y 方向も同じである。図 10 に優良解の

BRB 配置例を示す。多くの解で図 10(a)のようなグループ化されてい

る BRB 配置可能領域における市松模様状であるが，図 10(b)のよう

な解もある。すなわち，BRB の配置が Sa-Sd 曲線を完全には決定づ

けないことが分かる。 

最大層間変形角の時刻歴応答値は，ラーメン構造よりも小さい（図

6）ことからも BRB構造の耐震性の高さが確認できる。限界耐力計算

と時刻歴応答解析による耐震要求性能は良好な対応を示した。最大

塑性率は，RSL20 解において全体型の梁と BRB で 2.4 と 8.5，集約型

の梁と BRBで 2.1 と 8.5 であり，いずれも破断が問題となる値では

ない。柱は柱脚以外では塑性化していない。BRB 構造の BRB を除く

主架構の鋼材量は，純ラーメン構造よりも大幅に少ない。両型式で

BRB の等価鋼材量が全鋼材量に占める割合は 40%程度と高いが，それ

でも BRB を含む BRB 構造の全鋼材量は特に全体型 RSL20 解などで，

純ラーメン構造の鋼材量とほぼ同じである。 
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全体型 集約型  

図 8 BRB構造の RSL値に対する優良設計解の鋼材量変化 

 

表 3 BRB構造の優良設計解の検定比 

 全体型 集約型 

RSL15 解 RSL20 解 RSL25 解 RSL15 解 RSL20 解 RSL25 解 

RSL 1.5% 2.0% 2.5% 1.5% 2.0% 2.5% 

限耐法 1.01 0.93 0.72 1.01 0.90 0.73 

柱 0.85 0.97 0.88 0.88 0.83 0.77 

梁 0.82 0.75 0.80 0.70 0.57 0.74 

BRB 0.98 0.98 0.98 0.93 0.98 0.97 

層間変形角 0.72 0.72 0.69 0.75 0.65 0.78 

柱梁耐力比 0.96 0.98 0.68 0.98 0.80 0.58 

 

  
 

全体型 集約型  

図 9 BRB構造の X方向の Sa-Sd曲線（RSL15 解と RSL20 解） 

 

  

(a) 市松模様状配置 

（両架構形式 RSL15 解） 

(b) 上階に BRB が多い配置 

（全体型 RSL20 解） 

図 10 BRB構造優良設計解の BRB配置例 

 

3.4 混成構造 

図 11のように，X2-X5通り架構の Y2通りの位置に柱が存在せず，

Y1-Y3 通りに 12.8m スパンの梁（ロングスパン梁と呼ぶ）が存在し

て，図中の X 方向は純ラーメン構造，Y 方向は外周部に BRB ブレー

スを有する BRB 構造の構造形式（「混成構造」と呼ぶ）について検討

する。架構型式は他の構造形式と同様に全体型と集約型を考える。

全体型には階内梁成同一の設計制約条件があり，ロングスパン梁の

存在により同形式の鋼材量増大の要因になる。優良設計解の算出に

あたって，限界耐力計算の安全限界変形角 RSLは 2.0%とした。以下

では，RSL=2.0%の他の構造形式の優良設計解と比較して議論する。 

混成構造の優良設計解の鋼材量を純ラーメン構造と BRB 構造と比

較して図 12に示す。全体型の鋼材量は 50.3 m3であり，集約型の 46.6 

m3よりも 8%多い。階内梁成同一の設計制約条件により梁の鋼材量が 

 

 

全体型 

 

集約型 

図 11 混成構造の床架構図 

 

増大し，柱梁耐力比の制約から柱の鋼材量も連鎖的に増大した。主

架構の耐力と剛性が増大したことで，Y 方向架構の BRB の等価鋼材

量が減少した。表 4に検定比を示す。全体型と集約型とで特に Y 方

向の加力に対する傾向が異なる。全体型では，集約型よりも BRB の

検定比が低く，限界耐力計算の制約に対する余裕が大きい。そして

許容応力度設計における層間変形角の制約が支配的である。図 13

に Y 方向の Sa-Sd 曲線を示す。全体型では BRB の水平力分担率が小

さく，BRB降伏後の剛性低下が小さい。CQU1は全体型で 0.46であり，

集約型で 0.32 である（表 2）。Fh も全体型で大きく 0.71 であり，集

約型の 0.62 とは差がある（表 2）。すなわち，全体型の混成構造の Y

方向架構は主架構の剛性と耐力が高く，結果的に BRBが減ることで

BRB の塑性化によるエネルギー吸収が低くなったと言える。時刻歴

応答解析の結果では，X 方向のラーメン架構の塑性率の最大値が増

大した。全体型の塑性率は柱脚と梁で 3.5 と 6.8 であり，集約型の

塑性率は柱脚と梁で 4.2 と 7.7 である。1 階の X 方向の偏心率 20)は

0.025（全体型）と 0.026（集約型）と高くないが，Y2 通りに柱が存

在しないことで，時刻歴応答解析では，ねじれ変形の影響で塑性率

が増大した可能性も考えられる。 

 

  

 

全体型 集約型  

図 12 混成構造と他の構造の優良設計解の鋼材量比較（RSL=2.0%） 
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表 4 混成構造の優良設計解（RSL=2.0%）の検定比 

 全体型 集約型 

X 方向 Y 方向 X 方向 Y 方向 

限耐法 0.94 0.76 0.94 0.81 

柱 0.88 0.96 0.97 0.86 

梁 0.85 0.81 0.87 0.67 

BRB - 0.81 - 0.98 

層間変形角 0.96 0.90 1.03 0.77 

柱梁耐力比 0.68 0.91 0.88 0.52 
  

  
 

全体型 集約型  

図 13 混成構造の Sa-Sd 曲線（RSL20 解の Y 方向） 

 

4. BRB 構造の検討 

4.1 入力レベルと主架構弾性設定 

 本章では，3.3 節の BRB 構造の RSL15 解を「基本解」と呼ぶ。これ

に対して，図 5 の加速度応答スペクトルの縦軸の入力レベル（Demand）

を 1.25 倍と 1.5 倍にした場合の優良設計解を算出した。それらを

「D125 解」と「D150 解」と呼ぶ。基本解と同じく，両解の安全限界

変形角 RSLの設定は 1.5%である。D125 解と D150 解の鋼材量は図 14

の通りである。入力レベルに概ね比例して鋼材量が増大した。すな

わち，優良解の部材断面が長期荷重によって決定される度合が相対

的に小さいことが推察できる。集約型では長期架構と耐震架構が明

確に分離されるが，基本優良設計解における BRB と耐震架構と長期

架構の等価鋼材量の割合は 40%，31%，29%である。D150 解では，こ

の比率が 43%，37%，20%になる。耐震架構のみに着目すると，入力

レベル 1.5倍に対して，鋼材量は 1.73 倍である。D125解と D150 解

に対して加速度を 1.25 倍と 1.5倍した L2 模擬地震波を入力して時

刻歴応答解析を行った。最大層間変形角はいずれも 1.5%程度である。

部材の最大塑性率を表5に示す。梁と BRBの最大値は 3.26と 8.50(い

ずれも集約型 D125解)であり，破断が問題になる数値ではない。3.3

節の BRB 構造の場合と同様に，限界耐力計算と時刻歴応答解析によ

る耐震要求性能は良好な対応を示した。 

基本解に対して，安全限界時に主架構が弾性を保持する設計制約

条件を付加した優良設計解（EL解）を算出した。大地震時の損傷を

BRB に集中させて，地震後の機能維持を志向した設計解である。EL

解の鋼材量を図 14に追記した。EL 解の総鋼材量は，基本解より 19%

（全体型）と 9%（集約型）多いが D125 解より少ない。主架構の鋼

材量に着目すると，EL 解は基本解より 23%（全体型）と 11%（集約

型）多い。安全限界時に塑性化した梁を中心に断面が増大した。表

5 に安全限界時の各部材の最大塑性率を示す。主架構はほぼ弾性で

あり，目標性能を満足する。一方，L2 レベルの地震動に対する時刻

歴応答解析では梁の塑性率の最大値が 1.09（全体型）と 1.50（集約

型）であり，やや集約型の値が大きい。 

 

  

 

全体型 集約型  

図 14 BRB構造の入力レベル等に対する優良設計解の鋼材量変化 
 

   

全体型 集約型  

図 15 最大層間変形角の時刻歴応答値（XY両方向の 3 波平均） 

 

表 5 時刻歴応答解析時の最大塑性率 

 
入力（xL2） 柱 梁 BRB 

全体型 

基本解 1.00 - [-] 1.75 [2.24] 7.29 [7.58] 

D125 1.25 1.46 2.01 8.07 

D150 1.50 1.25 1.95 6.56 

EL 解 1.00 - [-] 1.09 [1.01] 7.05 [7.46] 

集約型 

基本解 1.00 1.05 [-] 2.00 [1.72] 8.01 [7.62] 

D125 1.25 1.28 2.91 8.50 

D150 1.50 2.71 2.38 6.56 

EL 解 1.00 - [-] 1.50 [1.02] 7.36 [7.53] 

(注): -  は部材が塑性化していないことを示す。 

[ ]内は静的増分解析における安全限界時の塑性率を示す。 

 

4.2 BRB のコスト設定 

基本解の BRB の等価鋼材量の算出要領は式(2)の通りである。同

式中の BRBの耐力と等価鋼材量を関係づける係数の b1と b2はメーカ

ー等へのヒアリングなどを経て設定したものであり，ある程度の信

頼性を有する一方で，一義的に定められるものではなく，現実的な

設定の一例との位置づけである 8)。本節では，BRB の等価鋼材量の

定義が優良設計解に及ぼす影響を評価する。具体的には式(3)のよう

に b1と b2に乗じるコスト係数 ρ を定義し，その値が 0.5（BRB が安

価）と 2.0（同高価）の場合についての優良設計解を算出して基本

解との差異を比較評価する。 

𝑁𝑁𝑁𝑁𝑌𝑌𝑌𝑌𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵 = 0  のとき  𝑉𝑉𝑉𝑉𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵 = 0 

𝑁𝑁𝑁𝑁𝑌𝑌𝑌𝑌𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵 ≠ 0  のとき  𝑉𝑉𝑉𝑉𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵 = 𝜌𝜌𝜌𝜌(𝑏𝑏𝑏𝑏1𝑁𝑁𝑁𝑁𝑌𝑌𝑌𝑌𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵 + 𝑏𝑏𝑏𝑏2) 
（3） 

いま，ρ が 0.5 と 2.0 の場合の優良設計解をそれぞれ「ρ05 解」

と「ρ20 解」と呼ぶ。図 16 に両設計解の鋼材量を示す。比較のため，

同図中の BRB の鋼材量はρを乗じない式(2)の値を示した。以下の議

論では同値を BRB の等価鋼材量と呼ぶ。全体型について，ρ05 解と

ρ20解とで，BRBの等価鋼材量が基本解の値の 110%と 53%になった。

ρ20 解では最上節（5-7 階）に BRB が存在しない。コスト係数が増

大する場合は，それに応じて BRBが少なくなる一方で，コスト係数
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表 4 混成構造の優良設計解（RSL=2.0%）の検定比 

 全体型 集約型 

X 方向 Y 方向 X 方向 Y 方向 

限耐法 0.94 0.76 0.94 0.81 

柱 0.88 0.96 0.97 0.86 

梁 0.85 0.81 0.87 0.67 

BRB - 0.81 - 0.98 

層間変形角 0.96 0.90 1.03 0.77 

柱梁耐力比 0.68 0.91 0.88 0.52 
  

  
 

全体型 集約型  

図 13 混成構造の Sa-Sd 曲線（RSL20 解の Y 方向） 

 

4. BRB 構造の検討 

4.1 入力レベルと主架構弾性設定 

 本章では，3.3 節の BRB 構造の RSL15 解を「基本解」と呼ぶ。これ

に対して，図 5 の加速度応答スペクトルの縦軸の入力レベル（Demand）

を 1.25 倍と 1.5 倍にした場合の優良設計解を算出した。それらを

「D125 解」と「D150 解」と呼ぶ。基本解と同じく，両解の安全限界

変形角 RSLの設定は 1.5%である。D125 解と D150 解の鋼材量は図 14

の通りである。入力レベルに概ね比例して鋼材量が増大した。すな

わち，優良解の部材断面が長期荷重によって決定される度合が相対

的に小さいことが推察できる。集約型では長期架構と耐震架構が明

確に分離されるが，基本優良設計解における BRB と耐震架構と長期

架構の等価鋼材量の割合は 40%，31%，29%である。D150 解では，こ

の比率が 43%，37%，20%になる。耐震架構のみに着目すると，入力

レベル 1.5倍に対して，鋼材量は 1.73 倍である。D125解と D150 解

に対して加速度を 1.25 倍と 1.5倍した L2 模擬地震波を入力して時

刻歴応答解析を行った。最大層間変形角はいずれも 1.5%程度である。

部材の最大塑性率を表5に示す。梁と BRBの最大値は 3.26と 8.50(い

ずれも集約型 D125解)であり，破断が問題になる数値ではない。3.3

節の BRB 構造の場合と同様に，限界耐力計算と時刻歴応答解析によ

る耐震要求性能は良好な対応を示した。 

基本解に対して，安全限界時に主架構が弾性を保持する設計制約

条件を付加した優良設計解（EL解）を算出した。大地震時の損傷を

BRB に集中させて，地震後の機能維持を志向した設計解である。EL

解の鋼材量を図 14に追記した。EL 解の総鋼材量は，基本解より 19%

（全体型）と 9%（集約型）多いが D125 解より少ない。主架構の鋼

材量に着目すると，EL 解は基本解より 23%（全体型）と 11%（集約

型）多い。安全限界時に塑性化した梁を中心に断面が増大した。表

5 に安全限界時の各部材の最大塑性率を示す。主架構はほぼ弾性で

あり，目標性能を満足する。一方，L2 レベルの地震動に対する時刻

歴応答解析では梁の塑性率の最大値が 1.09（全体型）と 1.50（集約

型）であり，やや集約型の値が大きい。 

 

  

 

全体型 集約型  

図 14 BRB構造の入力レベル等に対する優良設計解の鋼材量変化 
 

   

全体型 集約型  

図 15 最大層間変形角の時刻歴応答値（XY両方向の 3 波平均） 

 

表 5 時刻歴応答解析時の最大塑性率 

 
入力（xL2） 柱 梁 BRB 

全体型 

基本解 1.00 - [-] 1.75 [2.24] 7.29 [7.58] 

D125 1.25 1.46 2.01 8.07 

D150 1.50 1.25 1.95 6.56 

EL 解 1.00 - [-] 1.09 [1.01] 7.05 [7.46] 

集約型 

基本解 1.00 1.05 [-] 2.00 [1.72] 8.01 [7.62] 

D125 1.25 1.28 2.91 8.50 

D150 1.50 2.71 2.38 6.56 

EL 解 1.00 - [-] 1.50 [1.02] 7.36 [7.53] 

(注): -  は部材が塑性化していないことを示す。 

[ ]内は静的増分解析における安全限界時の塑性率を示す。 

 

4.2 BRB のコスト設定 

基本解の BRB の等価鋼材量の算出要領は式(2)の通りである。同

式中の BRBの耐力と等価鋼材量を関係づける係数の b1と b2はメーカ

ー等へのヒアリングなどを経て設定したものであり，ある程度の信

頼性を有する一方で，一義的に定められるものではなく，現実的な

設定の一例との位置づけである 8)。本節では，BRB の等価鋼材量の

定義が優良設計解に及ぼす影響を評価する。具体的には式(3)のよう

に b1と b2に乗じるコスト係数 ρ を定義し，その値が 0.5（BRB が安

価）と 2.0（同高価）の場合についての優良設計解を算出して基本

解との差異を比較評価する。 

𝑁𝑁𝑁𝑁𝑌𝑌𝑌𝑌𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵 = 0  のとき  𝑉𝑉𝑉𝑉𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵 = 0 

𝑁𝑁𝑁𝑁𝑌𝑌𝑌𝑌𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵 ≠ 0  のとき  𝑉𝑉𝑉𝑉𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵 = 𝜌𝜌𝜌𝜌(𝑏𝑏𝑏𝑏1𝑁𝑁𝑁𝑁𝑌𝑌𝑌𝑌𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵 + 𝑏𝑏𝑏𝑏2) 
（3） 

いま，ρ が 0.5 と 2.0 の場合の優良設計解をそれぞれ「ρ05 解」

と「ρ20 解」と呼ぶ。図 16 に両設計解の鋼材量を示す。比較のため，

同図中の BRB の鋼材量はρを乗じない式(2)の値を示した。以下の議

論では同値を BRB の等価鋼材量と呼ぶ。全体型について，ρ05 解と

ρ20解とで，BRBの等価鋼材量が基本解の値の 110%と 53%になった。

ρ20 解では最上節（5-7 階）に BRB が存在しない。コスト係数が増

大する場合は，それに応じて BRBが少なくなる一方で，コスト係数
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が減少しても BRB の増分は限定的である。一方，集約型のコスト係

数増減による鋼材量への影響は全体型よりも小さく，基本解，ρ05

解，ρ20 解とで大きな差は見られない。基本解の主架構と BRB の保

有水平耐力時の 1 階の水平力分担比は 1:1.6（全体型）と 1:2.8（集

約型）であり，集約型の方が BRBの水平力分担比が大きい。また，

主架構と BRB の弾性水平剛性比は 1:9.5（全体型）と 1:20.7（集約

型）であり，両者共に一般的な鋼構造建物よりも BRBの水平剛性の

割合が大きく 21)，集約型で特に大きい。ここで，弾性水平剛性比は

表 2 の建物全体の固有一次周期と主架構のみの固有一次周期の逆数

の二乗の比率から算出した。C0=0.2 以下で BRB を降伏させない優良

設計解の制約条件を満足させるため，基本解から BRBを減じるには

主架構の剛性を大幅に高める必要がある。全体型と集約型のρ20 解

の傾向が異なる理由について，全体型では主架構の水平力分担比が

比較的大きく，剛接合が多いために，主架構の剛性増大が可能であ

ったのに対し，集約型では困難であったことが考えられる。他方，

ρ05 解において，BRB が安価になって多用する機会があっても限界

耐力計算の Sa-Sd 曲線上の BRB の地震エネルギー吸収効果はあまり

変化しないことが考えられる。すなわち，表 3 のように BRBの検定

比が 1.0 に近く，基本解において C0=0.2 付近で BRB が降伏すること

で，地震エネルギー吸収効果が効率化されているために，BRB を増

大させても弾性限界を上昇させることに直結し，エネルギー吸収の

向上が見込めないためである。このように，基本解とρ05 解および

ρ20 解を比較してみると，全体型では BRB のコスト係数増大に伴う

BRB 量減の可能性がある一方で，集約型では BRB のコスト設定が優

良解に及ぼす影響は比較的小さい。全体型の基本解における BRB の

等価鋼材量が全鋼材量に占める割合は 41%と大きい。今後，更なる

BRB の汎用化が進めば単価は低くなる方向にあり，また，全体型ρ20

解では，最上節に BRB が存在せず，梁の塑性化が進むことから同解

を合理的な設計解と判断することは難しい。同解を比較対象から除

けば，基本解，ρ05 解，ρ20 解の違いは比較的小さく， BRB のコス

ト設定が及ぼす影響は限定的であると言える。 

 

  

 

全体型 集約型  

図 16 BRBコストの異なる優良設計解の鋼材量変化 

 

5. 鋼管ブレース構造との比較 

5.1 鋼管ブレースのモデル化と制約条件 

3.3 節の BRB 構造の RSL15 解を本章では改めて「BRB 解」と呼ぶ。

これに対して，ブレースを BRB から鋼管ブレース（PB）に変更した

優良設計解(「PB 解」と呼ぶ)を算出した。以下に，PBの材軸方向の

復元力特性のモデル化について述べる。静的増分解析では，図 17(a)

のような圧縮と引張の軸方向変形に対して非対称なノーマルバイリ

ニア型とし，それぞれ引張降伏耐力 NYと座屈後安定耐力 NUで降伏

する。降伏後の剛性は初期剛性の 2%とする。NUは鋼構造座屈設計

指針 22）に基づいて算出した。時刻歴応答解析では，図 17(b)のよう

な累積塑性歪により座屈耐力を低下させる柴田ら 23-25）による履歴

モデルを用いた。図中の NCは座屈耐力であり，短期許容圧縮応力度

fscと断面積 A の積の 1.1 倍である。その他の解析モデルの設定等は

BRB 構造と同様である。 

 

 

(a)静的増分解析 (b)時刻歴応答解析 

図 17 鋼管ブレースの材軸方向の復元力特性 

 

PB 解では，RSL=1.5% あるいは，いずれかの PB の塑性率が 5.5 に

到達した時点を安全限界と設定して限耐法の制約を満足することを

制約とした。PB の破断点までの塑性率が 5-10 程度である 26）ことか

ら塑性率の制約値を 5.5 とした。ここで，塑性率 µ は，変位 δ の座

屈時変位 δbcに対する割合として定義した (図 17(a))。また，PB解

算出にあたり，ブレースの配置を設計変数に含めず図 10(a)の BRB

解の配置に合わせて固定した。これは，ブレース配置を設計変数に

含めた場合，3.5 節で論じた混成構造の全体型 Y 方向架構と同様に

ブレースの存在しない節が存在する解が得られ，ブレース種別の相

違による構造性状比較が難しいと判断したためである。 

 

5.2 BRB 構造との構造性状比較 

PB 解の Sa-Sd 曲線を BRB 解と比較して図 18 に示す。これらは X

方向の結果であるが Y 方向も傾向は同じである。以降の解析結果も

X 方向について示す。全体型と集約型の両架構形式で限界耐力計算

を概ね満足する。加速度低減率 Fhはいずれも 0.6 程度で架構型式に

よる差異は小さい。PB の塑性率が 5.5 に到達した時の層間変形角の

最大値は 1.08%（全体型 X）と 1.16%（集約型）であり，RSL=1.5%に

よる安全限界よりも支配的である。PB 解の検定比を表 6に示す。限

耐法以外の制約条件はほとんど設計を支配しないことが分かる。 

PB 解と BRB 解に対して図 5 の入力地震波 3 波の加速度を 0.1 倍刻

みで 0.5 から 1.3 まで増大させ，入力レベルに応じた応答の変化を

調べた結果を図 19に示す。横軸が入力倍率，縦軸が梁とブレースの

最大塑性率である。図 19 から BRB解では入力レベルの増大に伴い梁

と BRB の塑性率が増大する傾向が確認できる。塑性率は L2 入力に対

して破断が問題になる値ではない。具体的には，全体型の梁と BRB

で 1.40 と 6.85 であり，集約型の梁と BRB で 1.85 と 8.75 である。

一方，PB 解の梁と PB の塑性率は，入力レベルに対するばらつきが

大きく，入力倍率の小さい地震波に対しても塑性率が大きい。具体

的には，倍率 0.5 入力に対して，全体型の梁と PB で 4.06 と 10.65

であり，集約型の梁と PB で 4.96 と 7.44 である。また，倍率 0.6

入力で，全体型の梁と PB で 12.0 と 27.6 であり，集約型の梁と PB

で 8.44 と 16.47 である。時刻歴応答解析では，PB が取り合う梁の
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塑性率が特に大きくなることが確認されており，PB 解は，L2の半分

相当の地震入力に対しても十分な耐震性能を確保できていないこと

が分かる。このことは限界耐力計算の結果と整合しない。 

時刻歴応答解析に用いた図 17(b)の PBの復元力特性には座屈後負

剛性と繰り返しによる耐力低下が含まれており，損傷個所に塑性変

形が集中することが考えられる。ただし，時刻歴応答解析に限界耐

力計算に用いた図 17(a)のバイリニアの復元力特性を用いた場合で

も，L2入力下の PB の最大塑性率は両架構形式とも 20 を超える。一

方で，著者らは既往研究 7）で，保有水平耐力計算における必要耐力

を有するブレース構造の優良設計解が L2 レベルの時刻歴応答解析

の一般的な設計クライテリアを満足しないことを確認しており，設

計体系間の不整合の可能性も示唆される。PB 解と BRB 解とで，限界

耐力計算の結果には顕著な差が見られない一方で，時刻歴応答解析

の結果は両解で大きく異なる。 

PB 解の総鋼材量は BRB 解の 86%（全体型）と 82%（集約型）であ

る（図 20）。ブレース部材の鋼材量差が大きく，PB の鋼材量は BRB

の等価鋼材量の 40%以下である。一方，主架構の鋼材量は PB 解の方

が多く，BRB 解から柱では全体型と集約型で 15%と 14%，梁では 26%

と 8%増加した。PB解では，ブレースの圧縮と引張の耐力差から梁の

変形が進行するため，その抵抗機構として梁断面が増大し，柱梁耐

力比の制約から柱断面寸法も大きくなったと考えられる。 

 

表 6 PB 構造の優良設計解の検定比 

 全体型 集約型 

X 方向 Y 方向 X 方向 Y 方向 

限耐法 1.04 1.02 1.02 0.99 

柱 0.69 0.58 0.69 0.69 

梁 0.49 0.45 0.46 0.51 

PB 0.38 0.38 0.36 0.36 

層間変形角 0.46 0.47 0.48 0.50 

柱梁耐力比 0.60 0.45 0.61 0.96 

 

  

 

(a)全体型 (b)集約型  

図 18 Sa-Sd 曲線（X 方向） 
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た設計解である。中小地震に対する許容応力度設計と大地震に対す

る限界耐力計算の設計制約条件を満足する。柱に角形鋼管を用いほ
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鋼を用いて外周部に耐震架構を集約する架構型式（集約型）の 2 種

類の架構型式の純ラーメン構造，座屈拘束ブレース（BRB）あるいは

鋼管ブレース（PB）を有する構造（ブレース構造），ロングスパンを

有して 1 方向にのみブレースを有する構造（混成構造）に対して優

良設計解の特性を検討した。得られた知見は以下の通りである。 

(1) 限界耐力計算の安全限界変形角 RSLの設定を変化させて優良設

計解を求めた。純ラーメン構造では，耐震架構と長期架構を明

確に分離する集約型において，耐震要求性能に対する部材断面

寸法の調整がしやすく，全体型よりも経済的になる可能性が見

られた。また，両型式とも RSLを増大させたときに 2.0%付近で

RSL の制約条件から許容応力度設計における層間変形角や許容

応力度の制約条件が支配的になる傾向がある。全体型よりも集

約型で多くの制約条件が支配的になる傾向があり，効率よく部

材断面が設計された。優良設計解に対する時刻歴応答解析では，

概ね一般的な設計クライテリアを満足し，純ラーメン構造の

RSLを 2.0%とする設計の合理性が確認できた。 

(2) BRB を用いたブレース構造では，集約型よりも全体型の鋼材量

が僅かに少ない。軸力中心の発生部材力に対して角形鋼管柱を

用いる全体型の利点が分かる。また，全体型と集約型のいずれ

においても RSLに対する優良設計解の鋼材量の変化が小さい。

RSLを 1.5%，2.0%，2.5%のいずれとした場合でも BRB の許容応

力度の制約条件が支配的であり，設計用ベースシア係数 CB が

0.2 以下の中小地震に対して BRB を降伏させない設計制約条件

を満足すれば，RSLを 1.5%以上とする限界耐力計算の制約を満

足する傾向を確認した。また，ロングスパン梁を有する混成構

造では階内梁成同一の制約条件により全体型の鋼材量が多く

なった。 

(3) BRB のコスト設定の影響を確認する目的で，コスト係数が 0.5

と 2.0 の場合のブレース構造の優良設計解（ρ05 解とρ20 解）

を算出した。優良設計解はコスト設定に対して比較的鈍感であ

ることを確認した。全体型のρ20解では BRB が少なくなったが，

集約型のρ05 解とρ20 解および全体型のρ05 解では，大きな変

化がなかった。応答スペクトルの要求曲線に対して，ベースシ
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塑性率が特に大きくなることが確認されており，PB 解は，L2の半分

相当の地震入力に対しても十分な耐震性能を確保できていないこと

が分かる。このことは限界耐力計算の結果と整合しない。 

時刻歴応答解析に用いた図 17(b)の PBの復元力特性には座屈後負

剛性と繰り返しによる耐力低下が含まれており，損傷個所に塑性変

形が集中することが考えられる。ただし，時刻歴応答解析に限界耐

力計算に用いた図 17(a)のバイリニアの復元力特性を用いた場合で

も，L2入力下の PB の最大塑性率は両架構形式とも 20 を超える。一

方で，著者らは既往研究 7）で，保有水平耐力計算における必要耐力

を有するブレース構造の優良設計解が L2 レベルの時刻歴応答解析

の一般的な設計クライテリアを満足しないことを確認しており，設

計体系間の不整合の可能性も示唆される。PB 解と BRB 解とで，限界

耐力計算の結果には顕著な差が見られない一方で，時刻歴応答解析

の結果は両解で大きく異なる。 

PB 解の総鋼材量は BRB 解の 86%（全体型）と 82%（集約型）であ

る（図 20）。ブレース部材の鋼材量差が大きく，PB の鋼材量は BRB

の等価鋼材量の 40%以下である。一方，主架構の鋼材量は PB 解の方

が多く，BRB 解から柱では全体型と集約型で 15%と 14%，梁では 26%

と 8%増加した。PB解では，ブレースの圧縮と引張の耐力差から梁の

変形が進行するため，その抵抗機構として梁断面が増大し，柱梁耐

力比の制約から柱断面寸法も大きくなったと考えられる。 

 

表 6 PB 構造の優良設計解の検定比 

 全体型 集約型 

X 方向 Y 方向 X 方向 Y 方向 

限耐法 1.04 1.02 1.02 0.99 

柱 0.69 0.58 0.69 0.69 

梁 0.49 0.45 0.46 0.51 

PB 0.38 0.38 0.36 0.36 

層間変形角 0.46 0.47 0.48 0.50 

柱梁耐力比 0.60 0.45 0.61 0.96 

 

  

 

(a)全体型 (b)集約型  

図 18 Sa-Sd 曲線（X 方向） 
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図 19 各設計解の梁とブレースの塑性率 

 

 

図 20 各設計解の鋼材量 
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ア係数 C0=0.2 付近で BRB が降伏することで地震エネルギー吸

収が効率化されているために，コスト変動による優良設計解の

変化の余地が小さいためと考えられる。 

(4) ブレース構造のブレースが鋼管（PB）の場合の優良設計解（PB

解）を算出し，BRB の場合の解（BRB 解）と比較した。PB 解は

大地震に対する限界耐力計算の制約を満足するが，時刻歴応答

解析結果では，部材の最大塑性率が設計クライテリアを上回り

L2 相当の半分の地震波でも塑性率が過大であった。一方，BRB

解は L2 相当の地震波に対して十分な性能を有することを確認

した。 
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Appendix 

建物の荷重等 

検討建物の各階の床はデッキスラブとし，図 1 の架構平面の外周通り芯から

外側に 400 ㎜床が延長すると仮定する。従って，各階床面積は 656 m2である。

床の架構用積載荷重および地震用積載荷重の固定荷重との和はそれぞれ 7.8 

kN/m2 および 6.8 kN/m2 であり，外壁の平均重量は 2 kN/m2 である。階全体の

重量を床面積で除した平均単位面積重量は，架構用および地震用積載荷重を

含めたそれぞれの場合で 9.0 kN/m2および 8.0 kN/m2である。解析モデルへの

長期荷重は柱梁の接合点と 6.4 m の梁の中央の節点に集中荷重として与えた。 

地震荷重分布は Ai分布とし，振動特性係数と地域係数を 1.0 とし，標準せん

断力係数 C0=0.2 に相当する地震力を許容応力度設計用地震荷重とする。 

 

弾性解析用モデルの仮定条件 

(1) 剛床仮定を採用する。  

(2) 柱は階高の半分の位置で分割し各階 2 要素とし，梁は 3.2m ごとに分

割する。  

(3) 柱脚部の回転を固定とし，ブレース端部をピン接合とする。 

(4) 梁とスラブの合成効果を無視する。  

(5) H 形断面のフィレット部分を無視する。  

(6) 剛域を無視する。 

(7) 部材のせん断変形を無視する。 

 

弾塑性増分解析の条件 

(1) 荷重増分法による弾塑性解析とする。 

(2) Ai分布による荷重増分をベースシア 0.002 程度とする単純増分解析

とする。（各荷重ステップで内外力差の収斂計算を行わない。） 

(3) 曲げ塑性ヒンジばねを柱と梁の材端に設ける。同ばねはバイリニア

型とし，初期剛性を十分剛にして，降伏後の剛性は部材の曲げ剛性の

1/100 とする。 

(4) 塑性ヒンジばねの降伏曲げモーメントは全塑性モーメント

Mp=1.1FZp とする。ここで，Zp は部材の塑性断面係数，F は鋼材の基準強

度である。 

(5) ブレースの引張降伏軸力 NYと座屈軸力 NCをそれぞれ 1.1FAと 1.1fCSA

とする。ここで，A は部材の断面積，fCSは短期許容圧縮応力度である。 

(6) 圧縮力が作用する梁について，上フランジはスラブで弱軸まわりの

座屈が拘束され，下フランジは拘束されないと考える。ブレースが負担

する水平方向せん断力の 1/2 ずつがブレースと接合する梁に圧縮力と引

張力として作用すると仮定して発生軸力を算出する。いずれも材長を座

屈長さとする。 

(7) P-Δ効果は考慮しない。 

設計変数 

MSLS における設計変数は以下の通りである。BRB について，降伏軸力ゼロが

選択された場合は，当該部材は存在しないものとして扱う。集約型の両端ピ

ン接合の GX2 と GY2 梁（図 1 と図 2）は，長期荷重下の必要耐力と剛性を有

する H-400x200x8x13 の最小断面積の圧延規格断面 14)として設計変数から除

外する。 

 

表 A1 MSLS の離散設計変数 
Symbols Members Parts Discrete variable options 

Dc Rectangular 

HSS columns 

Width Every 50mm in 250-800mm  

tc Thickness *1 （excluding 9mm） 

Hwc 

I-shaped 

columns 

Height Every 50mm in 300-900mm  

Wfc Flange width Every 50mm in 300-700mm  

twc Web thickness *1 

tfc Flange thickness *1 （excluding 9mm and 12mm） 

Hw 

Beams 

Height Every 50mm in 300-1000mm  

Wf Flange width Every 50mm in 200-400mm, *2 

tw Web thickness *1 

tf Flange thickness *1, *2 

NYBRB BRB Yield axial force Every 500kn in 0-3500kN 

*1: Plate thickness options are 9, 12, 16, 19, 22, 25, 28, 32, 36 and 40mm.  

*2: Combinational options of the flange width and thickness in beams are shown below;  

 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

Wf (mm
2) 150 150 200 200 250 250 250 300 300 300 350 350 

tf (mm
2) 12 16 16 19 19 22 25 25 28 32 32 36 

Af (10
3mm2) 1.8 2.4 3.2 3.8 4.8 5.5 6.3 7.5 8.4 9.6 11.1 12.6 

 

表 A2 設計制約条件 

番号 型式 制約条件 

1 

全体型 

集約型 

共通 

σ ≦ σa 応力度の制約 (*1) 

2 
Dc/tc ≦ 31.4 等 B ランク以上の柱と梁の幅厚比制

約 

(*2) 

3 
ブレース B ランク以上，Dp/tp ≦ 60 鋼管の幅厚比

制約 

(*3) 

4 梁について tf/tw ≧ 1.3  (*4) 

5 ΣMpc ≧ Σ1.5Mpb 各階の柱梁接合部耐力比制約 (*5) 

6 長期荷重時の梁のたわみ制約（スパンの 1/300以下）  

7 
設計用地震荷重下の架構ごとの層間変形角制約

（1/200 以下） 

 

8 CQUN1 ≦ CQU1 保有水平耐力の制約 (*6) 

9 
全体型 

同一階内の梁成同一 (*7) 

10 節を通して柱幅同一  

11 集約型 節を通して柱成同一（フランジ幅は独立）  

(*1) 発生応力度σが「鋼構造設計規準」27) が規定する許容応力度σa以下と

する。梁には適切な横補剛材が設けられるものとして，横座屈を考慮し

ない許容曲げ応力度（=許容引張応力度）を用いる。 

(*2) 柱と梁の板厚は 490N/mm2級鋼材各断面の B ランク以上の幅厚比条件 20)

を満足させる。 

(*3) ブレースの細長比は 49.3 以下とし，490N/mm2 級鋼管ブレースのランク

を B 以上とする。規格断面の実状を参考に 28)，鋼管の径 Dpと板厚 tpに

関して Dp/tp≦60 とする。 

(*4) 最適化では，H 形鋼断面の成が大きくフランジ板厚が小さくなる傾向に

あり，標準的な断面からの乖離を抑制する。柱については，成を節ごと 

に変化させない制約を与えていることもあり，ビルトアップ断面の利用

も考慮して同制約を適用しない。 

(*5) 各階の柱の全塑性曲げモーメント Mpcの和ΣMpcを梁の全塑性曲げモーメ

ント Mpbの和ΣMpbの 1.5倍以上とする 27)
。冷間成形角形鋼管同様の柱梁耐

力比規定は存在しないが，スラブによる梁の耐力増大の影響などにも配

慮して，同様の制約条件を設ける。 

(*6) 保有水平耐力時の 1 階の層せん断力係数 CQU1が，必要保有水平耐力の 1

階の層せん断力係数 CQUN1を上回ることとする。 

(*7) 全体型については，角形鋼管柱のダイヤフラムの高さ位置を揃えるため，

同一階の梁成を同じとする。

 
（2022 年 5 月 10 日原稿受理，2022 年 7 月 14 日採用決定）


